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日本のナノテク競争力分析
̶懸念される競争力低下とナノシステム化への挑戦̶
　第３期科学技術基本計画のナノテクノロジー・材料の分野別推進戦略では、その冒頭
において、「我が国の材料技術は、（中略）全ての段階において世界のトップレベルを堅
持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉となっている」と書かれている。しかし
これはあくまでも“材料技術”に対する記述である。同戦略では、ナノテクノロジー（以
下、ナノテク）についても“世界トップレベル”と評しているものの、「材料技術の強み
がナノテクノロジーの強みの源泉」としている。実際に、日本のナノテクに対し、危機
感や閉塞感を強めている専門家も増えている。本稿では、論文や特許、アンケートなど
の結果を踏まえた上で、定量的な分析からは十分に把握できない日本のナノテクの競争
力および競争領域の変化について、ナノテクの持つ技術特性や産業構造の視点から検討
を試みた。
　その結果、論文や特許などから把握することが可能な個別要素技術で見た場合、日本
のナノテクは相対的にアメリカと同等、あるいはそれに次ぐ評価が可能であることがわ
かった。しかし、将来ナノテクの事業化が本格化し技術競争領域が変化したとき、以下
の２つの“システム化”の壁に直面し、日本は相対的にその競争力を弱めていく可能性
がある。
① 分子レベルで設計される機能性ナノシステム材料開発への挑戦
　ナノテクは競争領域の変化を迎えつつある。スケールダウンを繰り返すことで従来
の技術課題を突破し、材料の持つ機能と特性を向上させるトップダウン技術から、最
終的には分子レベルで設計され、ナノ機能性材料のシステム化を目指すボトムアップ
技術への変化である。これまでトップダウン技術の領域において強みを発揮してきた
日本は、ボトムアップ技術へ競争領域が変化することで、徐々に競争力を弱めていく
ことが懸念される。ボトムアップ技術を発展させ、最終的にナノシステム化技術を実
現させるには、それらを支えるサイエンスベースでの研究開発が不可欠となる。ナノ
テク研究者は、この不確実性の高い研究開発を強く意識して基礎研究を促進するべき
であり、そのためにはまず、未だ確立されていないナノシステム化のための基礎研究
手法を、構築・促進していく必要がある。
②ナノテクの実用化を目指したイノベーションシステムの構築
　ナノテク、特にボトムアップ技術はその技術的特性から、極めて不確実性が高く、
研究開発には長期間の継続的かつ漸増的な投資が必要となる。日本には、このような
投資を可能とするためのイノベーションシステムが補完的制度として十分には確立さ
れていない。政策や投資側から見た場合、いかにリスク分散したシステムを設計でき
るかが鍵となる。
　また、技術ロードマップは、投資の方向性を明確にするとともに、社会経済的な波
及効果まで見据えることによって事前の投資の合理性を担保する役割を担ってきた。
しかし、ナノシステム化を目指すボトムアップ技術を中心とした将来のナノテクは、
極めて技術的不確実性が高く、現在の手法では効果的な戦略の立案・推進に限界が生
じている。今後は、このようなナノテクの特性を包含した戦略マネジメントツールの
新たな作成方法の検討が求められる。
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 ナノテクノロジー・材料ユニット 第1研究グループ
　一般的に、“日本のナノテクノ
ロジーは強い”と言われるが本当
だろうか。
　第３期科学技術基本計画のナ
ノテクノロジー・材料の分野別
推進戦略では、当分野の取り巻く
状況として、「我が国の材料技術
は、過去数十年にわたる多くの研
究者、研究機関の弛まぬ取組と研
究成果の蓄積により、基礎研究か
ら応用研究、素材、部材の実用化
にいたるまで全ての段階において
世界のトップレベルを堅持してお
り、我が国製造業の国際競争力の
源泉となっている」と冒頭で書か
れている１）。しかしこれはあくま
でも“材料技術”である。同戦略
では、ナノテクノロジー（以下、
ナノテク）についても“世界トッ
プレベル”と評しているものの、
「材料技術の強みがナノテクノロ
ジーの強みの源泉」としている。
実際に、ナノテク全てにおいてト
ップというのではなく、好調な材
料分野に牽引されているという見
方もある。日本のナノテクのみを
取り上げれば、危機感や閉塞感を
強めているナノテクの専門家も増
え始めている。
　専門家が感じるこのような危機
意識はどこからくるのか。また、
そもそも何をもって強いと言う
のか。本稿では、論文や特許、ア
ンケートなどの結果を踏まえた上
で、定量的な分析からは十分に咀
嚼できない日本のナノテクの競
争力および競争領域の変化につい
て、ナノテクの持つ技術特性や産
業構造の視点から検討を試みる。
そして論文や特許などの個別要
素で見た場合、日本のナノテクは
確かに競争的優位にあるように見
えるものの、将来ナノテクの事業
化が本格化し、競争領域が変化し
たときに初めて顕在化してくるで
あろう日本の大きな問題点につい
て、“システム化”をキーワード
に私見を展開する。
　近年ナノテクの定義として、
１nmから 100nm 程度までのス
ケールサイズを扱う技術というの
が一般的になりつつある。前述し
た分野別推進戦略では、国が推進
すべきナノテクは「従来の原理や
常識を覆して科学技術の新しい世
界を切り開き、その飛躍的な発展
のみならず、産業競争力の強化や
大きな新産業の創出に結びつく可
能性のある技術」１）であることを
考慮し、そのような範疇に含まれ
る真のナノテクノロジーを『True 
Nano』と名付けている。さらに
「『True Nano』とは、ナノ領域で
初めて発現する特有の現象・特性を
活かすナノテクノロジーの中でも、
藺 従来の延長線上ではない、不連
続な進歩（ジャンプアップ）が
期待される創造的な研究開発
藺 大きな産業応用が見通せる研究
開発
である」と定義している。つまり、
今後のナノテクは、単純な微細化
技術の延長線上で 100nm以下の
領域に突入したものではなく、そ
の先に新産業の創出や産業競争力
強化に結びつく技術を対象として
いる。本稿でも、これをナノテク
と考えることとする。
1   背景・問題意識 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
2   要素科学技術の定量的評価　̶論文、特許、デルファイ調査結果から̶ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
論文分析
　基本的に論文からナノテクの研
究成果を定量的に分析することは
難しい。ナノテクは学際的領域で
あり、“Nature Nanotechnology”
のような最近発刊した専門雑誌を
除くと、過去にナノテク分野固有
の学術雑誌はほとんど存在しなか
った。従って、最近のナノテク専
門誌のみでの分析は、質的あるい
は量的にもまだ十分なデータとは
言いがたい注１）。そのため、ここ
ではナノテクの基礎研究の成果に
ついて、ナノテクの基礎学問とし
ての性質が強い材料科学および物
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理学に注目した。
　材料科学および物理学の分野に
おける論文分析の結果では、物理
学の被引用トップ10％論文シェア
を除く、全論文シェア、材料科学
の被引用トップ10％論文シェア共
に日本はトップを走るアメリカに
次ぐレベルにあり、年々その差は
縮まりつつある（図表１）。特に
材料科学ではアメリカ以外の国を
大きくリードしている。日本にお
ける各分野との比較を見ても（図
表２）、材料科学や物理学の他に
も、化学においても日本の強さが
わかる。
２‐２
特許分析
　特許に関しては、ナノテクあ
るいはナノテクを使った応用技
術に関連したキーワード検索を
用いて、各国のナノテク特許出
願の状況を見ることができる。４
大特許機関（日本特許庁・米国特
許商標庁・欧州特許庁・世界知的
所有権機関（WIPO））へ出願さ
れた特許を、出願人の国籍の違い
から分類を行った。図表３に、2003
～ 2005 年の出願人の国籍比較を
出願数の多い10ヶ国について示
す４、５）。2005 年でみると、米国
籍が約 6,700 件と最も多く、日本
は約 4,200 件で第２位となり、こ
の２ヶ国が他国を大きく引き離し
ている。経年変化で見ても、日本
のナノテク関連特許は米国と並び
注 1：ナノテクノロジー総合支援プ
ロジェクトセンターによる「ナノテク
ノロジー文献動向調査」3）では、キー
ワード検索を基にしたナノテク関連文
献調査を行っている。同報告によると、
日本のナノテク関連論文数は、米国、
中国についで第3位となっている。
図表１　 材料科学および物理学の主要各国 20 年間の論文シェア及びTOP10％論文シェアの変化２）
図表２　 日本における各分野の20年間の論文シェア及びTOP10％
論文シェアの変化２）
※１  基礎生物学には、農学、生物学・生化学、免疫学、微生物学、分子生物学・
遺伝学、神経科学・行動学、薬理学・毒性学、植物・動物科学の分野
が含まれている。
※２  矢印の根元は 1983 ～ 1987 年の５年移動平均シェア、矢印の先は 1999
～ 2003年の５年移動平均シェアを示している。
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大幅な増加傾向となっている。
　ただし、2005年の日本特許庁へ
の出願のうち、上位５機関中３機
関が公的研究機関からの出願とな
っている４）。
２‐３
デルファイ調査における
日本の研究開発水準
　科学技術政策研究所が 2004 年
に実施したデルファイ調査の中で
は、科学技術領域ごとに専門家に
対し、対米、対EU、対アジアに
おける日本の研究開発水準を優位
から劣位までの５段階評価として
質問している６）。その中から対米、
対EUの結果を図表４に示す。図
表中の軸は５段階の回答結果を指
数化した数値である。この調査で
は、ナノテク・材料分野には 10
個の注目領域注２）が設定されてい
るが、それらのほとんどは図表の
中央やや上方に位置している。す
なわち、日本のナノテク・材料の
研究開発水準は米国に対してはや
や優位あるいは同等程度、EU諸
国に対してはやや優位と判断され
ている。
２‐４
定量的評価から言える
日本のナノテクのポテンシャル
　以上の結果から、“日本のナノ
テクは強い”という形式化された
事実をある程度確認することがで
きる。しかしこれらのデータから
言えることは、日本が強いのは“ナ
ノテクの個別要素科学技術”であ
る、ということだろう。その意味
では、日本のナノテクには大きな
ポテンシャルがあると言える。た
だし、そもそもナノテクは、一部
を除いて大部分の技術シーズはま
だ事業化していない。従って、“テ
クノロジー”の観点から現状のナ
ノテク全体の国際競争力を評価す
るのは時期尚早である。次節から
は、将来、ナノテクの研究開発が
直面するであろう技術的競争領域
とその変化に焦点を当てて、日本
のナノテクの将来性について検討
する。
図表３　４大特許機関へ出願されたナノテク特許の国籍別件数
参考文献４、５）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
図表４　デルファイ調査における日本の研究開発水準６）
注2：10領域は次の通り。「ナノ材料モデリング・シミュレーション」「ナノ計測・
分析技術」「ナノ加工・造型・製造技術」「物質・材料の創製・合成技術・プロセス技術」
「ナノレベル構造制御による新規材料」「ナノデバイス・センサ」「NEMS技術」「環境・
エネルギー材料」「ナノバイオロジー」「安全・安心社会に関わるナノ科学」
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３‐１
ナノテク研究開発の
今後の展望
　図表５に米国国家ナノテクノ
ロジー・イニシアティブ（NNI）
を中心となって主導してきた
M. Roco 氏が描く、ナノテク技術
が産業化されるまでの時間と技術
レベルを示す７）。この図では、従
来の材料の微細加工技術を向上さ
せた結果、これまでに無い新しい
機能を発現することとなった受動
型ナノ構造材料を第一世代とし、
徐々にナノレベルにおいて発現す
る独自で新しい機能が他の材料や
システムに影響を与える能動型ナ
ノ構造材料を第二世代、それらナ
ノレベルの新機能が独自のシステ
ムとなって新しい機構を発現する
ナノシステム構造を第三世代、そ
してナノレベルの各分子が固有の
機能を発現する分子デバイスとし
て原子・分子レベルから設計され
るナノシステム材料（第四世代）
へと進んでいる注３）。技術例とし
ては、第一世代：コーティング、
ナノ粒子、ナノ構造金属など、第
二世代：ターゲット医薬、環境応
答型構造材料、アクチュエータな
ど、第三世代：３次元ネットワー
ク構造材料、超分子材料など、第
四世代：原子・分子レベルで設計・
ナノシステム化された分子デバイ
スなどが挙げられている。
３‐２
ナノテクの技術特性と挑戦
―トップダウンからボトムアップ、
そしてナノシステム化技術へ―
　図表５から、ナノテクが挑戦す
べき課題が浮かび上がってくる。
よく言われるように、米国でも連
邦政府がナノテクを推進するはる
か以前から物理学や化学、材料科
学の分野ではナノレベルを対象と
した研究は進められていた。しか
しそれらは基本的にナノスケール
の構造を包含した“集合体”とし
てバルク材料を扱っていたに過ぎ
ない。近年は一部で、STM（走
査型トンネル顕微鏡）や自己組織
化技術など、分子レベルである程
度の制御が可能となってきている
が、まだまだ完全な制御や組立て
注 3：“ナノシステム”という言葉は、米国では学会の分科会や、大学・研究所の
研究拠点名等に使用されている。ナノシステム研究は積極的に推進されており、代
表的な研究拠点の例としては、カリフォルニア大学ロサンゼルス校の“California 
NanoSystem Institute”（2000年設立）8）などが挙げられる。一方、日本でこの
言葉はあまり目にすることはないが、（独）科学技術振興機構が「ナノシンセシスー創
造的ものづくりー」9）という戦略プログラムの中で、「ナノデバイス・ナノシステム」
研究開発について広く分析し、その重要性を強く主張している。
3   ナノテクの技術特性とナノシステム化への挑戦 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆 ̶直面する技術的不確実性の増大̶
図表５　ナノテクの技術的発展スケジュール
参考文献７）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
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をナノスケールで行うことは難し
い。ここにこれからのナノテクの
真の挑戦が待っている。分子レベ
ルで設計・システム化された構造
体は、機能や特性の面で従来とは
全く異なった材料となりうるから
である。このことを、“ナノテク
の技術的不確実性”と表現する。
　従来の技術的不確実性とは、微
細化が進んで物理的限界が近づ
き、量子効果などが顕在化する
ときに現れる現象として解釈され
る。しかし、ナノテクの技術的不
確実性とは、分子レベルにおいて
設計されナノシステム化される際
に、どのようにしたらそれらを組
立てられるのか、そして組立てた
ナノシステム材料はどのような機
能が発現されるのか全く分からな
い状態を指す。極端に言えば、無
数と言ってもいい数の微小構造体
材料とそれに関連する組立てある
いは制御技術が考えられ、結果と
して、理論上は無数のナノシステ
ムの可能性が存在する。
　ナノテク分野では一般に、微細
化を中心とした前者の技術特性を
トップダウン技術、ナノシステム
化を目指す後者の技術特性をボト
ムアップ技術と呼ぶ。すなわち、
スケールダウンを繰り返すこと
で従来の技術的課題を突破し、材
料の持つ機能の向上を目指す技術
開発をトップダウン技術、最終
的には分子レベルで設計されるナ
ノ機能性材料のシステム化を目指
す技術開発をボトムアップ技術と
している。これらの分類について
は、これまでの「科学技術動向」
誌のレポートでも度々取り上げら
れているため 10、11）、ここでは詳
述しないが、経営学などで言われ
る「トップダウン」「ボトムアッ
プ」とは全く意味の異なるもので
ある注４）。
　ナノテクの技術的挑戦は、トッ
プダウン技術からナノシステム材
料開発を見据えたボトムアップ技
術へと変化しようとしている。ボ
トムアップ技術は、機能性材料と
してシステム化されなければ産業
上大きな意味はない。両技術とも
第１章で示した『True Nano』の
性質を包含するが、ボトムアップ
技術の方が、その革新性・不連続
性から、飛躍的な発展や新産業の
創出への期待は高い。そこで次節
は、両技術における日本の競争力
について考察する。
注4：一般に、経営学や技術経営論（MOT）などでは、政府や組織のトップが決定
した研究開発戦略や方向性を重視したマネジメントのことをトップダウン戦略あるい
はトップダウンアプローチと呼び、現場の研究者の発想や興味、個人レベルでの活動
等を重視したマネジメントのことをボトムアップ戦略あるいはボトムアップアプロー
チと呼ぶ。ナノテク分野でのトップダウン技術とボトムアップ技術は、これらとは異
なり、あくまでも技術的アプローチの違いから、広いナノテクの技術を分類するため
に用いた用語である 10、11）。
ナノテクノロジーとナノサイエンスについて
　ナノサイエンスの範疇として考えられるものは、既存物質の未知の特性の
計測（電気伝導度や温度依存性の測定等）、新規物質の構造解析や相互依存
性の解明、ナノシミュレーション計算手法開発等が挙げられる。“ノンリニア
モデル”研究開発が主流になりつつある現在において、ナノテクノロジーと
ナノサイエンスの相互フィードバックは極めて重要になっている。本稿が主
張するナノシステム化技術は、事業化を見据えたときにより顕在化するという
点で“テクノロジー”の範疇となる要素が強いが、ナノシステムが持つ技術的
複雑性から、今後は、ナノサイエンスのサポートとフィードバックが不可欠と
なる。
4   ナノテクの競争領域の変化と日本の強み・弱み 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　本節では、前節で示したトップ
ダウン技術とボトムアップ技術の
観点から、日本のナノテクの競争
力について考察する。ここでは将
来の科学あるいは技術を俯瞰的に
網羅するデルファイ調査の結果を
再び取り上げて、日本の研究開発
水準の詳細を検討した後、技術あ
るいは製品化までを担う役割とし
て年々重要性が増しているベンチ
ャー企業の動向を考察する。
４‐１
デルファイ調査に見る
日本の強み・弱みの関係
　２‐３節では、ナノテク・材料
分野を他分野と比較することで分
野全体における日本の位置付けを
示したが、ここではデルファイ調
査の同分野で挙げられた注目すべ
き９の科学技術領域とその一部の
技術課題を取り上げて、同分野の
専門家が見る日本の研究開発水準
を検討する。
　図表６には、ナノテク分野に含
まれる９の領域に対する研究開発
水準（現在）の評価結果（５段階）
を、領域名およびその概要から判
断して、上方にボトムアップ技術
の性質が強いもの、下方にトップ
ダウン技術の性質が強いものを並
べた。対米、対EUの列にある指数
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は、領域ごとの５段階評価の集計
結果を図表４と同じように10段階
へ指数化した値である。これらの
結果を見ると、トップダウン技術
では日本は優位に立ち、ボトムア
ップ技術では相対的にやや劣位に
なっていることがわかる。特に対
米では互角水準の5.0を境にして、
形勢が２分されているのがわかる。
　ただし、これらの領域の中に
は、割合に差はあるもののボトム
アップ技術とトップダウン技術の
要素の双方が混在している領域も
ある注５）。そこで、ちょうど中間
に位置付けられた「物質・材料の
創製・合成技術・プロセス技術」
領域内のデルファイ課題を取り上
げ、図表７にその水準の評価結果
を示す。全てのデルファイ課題は、
現状ではまだ未実現で、将来実現
すべき、あるいは実現されるであ
ろう技術的課題となっている。図
表７では、図表６と同様にボトム
アップ的要素の強いデルファイ課
題を上方に、トップダウン的要素
の強いものを下方に位置付けてリ
スト化した。デルファイ調査では、
これらのデルファイ課題において
第一線にある国（地域）を日本、
米国、EU、（日本以外の）アジア、
その他より選んでもらっている。
図表７には、その最も得票数の多
かった国（地域）を並べた。結果
として、図表６と同様に、トップ
ダウン技術では日本の優位性が現
れているものの、ボトムアップ技
術では一部（ナノチューブ作成技
術）を除いて米国にその座を譲っ
ていることが見てとれる。
　なお、ここでは図表６において
中央に位置した領域を取り上げて
分析したが、その他の領域に属す
る課題でも、同様の傾向が現れて
いる。例えば、ボトムアップ的要
素の強い「ナノ材料モデリング・
シミュレーション」や「ナノバイ
オロジー」領域では、第一線にあ
る国として米国が日本を圧倒して
おり、逆にトップダウン的要素の
強い領域では日本を第一線とする
回答結果が多くなっている。
　将来的にナノテク研究の挑戦が
ボトムアップ技術へシフトしてい
くとき、日本は米国に対し、同分
野の科学技術競争力を相対的に弱
めていくことが懸念される。すな
図表６　ナノテク・材料分野の研究開発水準に関するデルファイ調査結果
※１ 「安全・安心社会に関わるナノ科学」（対米：3.98）は技術的判断が困難なため除外した
※２ 互角水準を 5.0 として指数化している
参考文献６）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
図表７　 「物質・材料の創製・合成技術・プロセス技術」領域に含まれるデルファイ課題の研究開発水準に関するデルファイ
調査結果
※１  当領域には 11の課題があるが、そのうち回答結果に明らかに有意な差（R1で 10％以上 )が現れた８課題をリスト化した
※２  第一線にある国を日本、米国、EU、（日本以外の）アジア、その他より選択
参考文献６）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
注5：本稿ではトップダウン技術とボトムアップ技術を相対的に扱っている。ここで
はナノ材料シミュレーション技術を代表的ボトムアップ技術と位置付けているが、も
ちろんこの中にもトップダウン的要素とボトムアップ的要素が存在している。例えば
現在、実験で得られた結果をモデリング等でフィッティングすることで、実験だけで
は得られない物理的機構の解明は多く行われているが、一方で分子のあらゆる振舞い
をシミュレーションによって統合・ナノシステム化し、全く新しいナノ機能性材料の
設計を試みるという挑戦も行われている。ナノテク分野では、前者がトップダウン的
技術であり、後者がボトムアップ的技術である。
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４‐２
ナノテクベンチャー企業の
特　徴
　近年ナノテクや ICT、バイオテ
クノロジーなど最先端科学技術に
基づいたイノベーション創出の担
わち、トップダウン技術が主流で
ある現状においてある程度の強み
を発揮してきた日本は、ボトムア
ップ技術あるいはナノシステム材
料開発へとその競争領域が変化す
ることによって、徐々にその競争
力を低下させていく可能性がある。
い手として、ベンチャー企業の役
割が重要視されている注６）。そこ
で、図表 8盧および盪に「ビジネ
スとしてのナノテク大全」（譁野
村総合研究所）12）に収録された日
米のナノテクベンチャー企業リス
トを示す注７）。両図表では、左側
に米国のナノテクベンチャーを、
図表８盧　日米のナノテクベンチャー企業比較
米国ナノテクベンチャー企業 コア技術 日本ナノテクベンチャー企業
Nanocrystals Technology
NANOSYS, INC.
ZIA LASER, INC.
量子ドット
CALIFORNIA MOLECULAR ELECTRONICS CO.
NANOLAYERS
ナノ分子デバイス
NANOLOGIC, INC. 新型コンピュータ
NANOPLEX TECHNOLOGIES, INC.
NANOSPECTRA BIOSCIENCE, INC.
NANOSPHERE, INC.
QUANTUM DOT CORPORATION
ナノ粒子バイオ応用
NANOCHIP, INC.
NANOMAGNETICS LTD.
ZETTACORE, INC.
超高密度メモリ オプトウェア
Biophan Technologies, Inc.
Broptics Communications Corp.
Konarka Technologies, Inc.
Quantum Polymer Technologies
新機能材料
（シールド材、ポリマー太陽電池、
導電性プラスチックナノワイヤ等）
ナック
Molecular Nanosystems
NANOMIX
Zyvex Corporation
CNT（カーボンナノチューブ）
デバイス
プロトンC60パワー
ジェイジーエス
AVIVA BIOSCIENCES
BIOMICRO SYSTEMS, INC.
μ -TAS
（マイクロ化集積分析システム）
マイクロ化学技研
フルイドウェアテクノロジーズ
FLUIDIGM CORPORATION
Micronics, Inc.
NanoSpire
NANOSTREAM
iMEDD, INC. ナノメンブレン バイオ・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
ARRYX, INC. fs レーザ、
レーザマニピュレーション等
アルネアラボラトリ
サイバーレーザ
BIOFORCE NANOSCIENCES, INC.
Cytoplex Biosciences, Inc.
Excellin Life Sciences, Inc.
GENICON SCIENCES CORPORATION
IMAGO SCIENTIFIC INSTRUMENTS CORPORATION
Intergrated Nano-Technologies
Nano0sensors
PICOCAL
SPINELIX
Triton BioSystems, Inc.
イノムアッセイ
プロービング
バイオセンサ
バイオチップ
生体分子計測研究所
Quantum Precision Instruments Pty Ltd. 超小型センサ、MEMSセンサ等 リベックス
フォトニックサイエンステクノロジ
Alinis BioSCiences, Inc.
C SIXTY, INC.
INSERT THERAPEUTICS, INC.
NANOMED PHARMACEUTICALS, INC.
DDS
（ドラッグ・デリバリー・システム）
LTIバイオファーマ
インターサイト・ナノサイエンス
ナノキャリア
人工皮膚・網膜 二デック
NeoPhotonics
OPTIVA, INC.
SiWAVE, INC.
光 IC フォトニックラティス
デプト
NanoGram Devices
NANOPOWDER ENTERPRISES, INC.
Nano-Tex, LLC.
NTERA LTD.
ナノ粒子物理応用 クリーンベンチャー 21
????????
参考文献 12）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
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右側に日本のナノテクベンチャー
をリストアップし、両者の中間に
各企業のコア技術を示している。
リストの並びはやや主観的ではあ
るものの、技術アプローチの違い
を縦軸に示し、コア技術が前節
と同様の基準でトップダウン的
であるか、ボトムアップ的である
かで判断した。一見して、米国のベ
ンチャーの方がボトムアップ技術
の領域で起業に成功していること
がわかる。一方、日本のベンチャ
ーは、従来の延長線上にあるトッ
プダウン技術の領域に数多く存在
している。
　産業全体から見れば、現状では
まださほど大きな違いは現れてい
ないが、今後、ナノテクの競争領域
がトップダウン技術からボトムア
ップ技術、あるいはナノシステム
化技術へと変化したとき、これら
のベンチャー企業の違いが、将来
の日米のナノテク競争力に大きな
影響を及ぼすことが懸念される。
参考文献 12）を基に、科学技術動向研究センターにて作成
米国ナノテクベンチャー企業 コア技術 日本ナノテクベンチャー企業
NANOMUSCLE
nPOINT, INC.
ナノアクチュエータ ナノコントロール
イーメックス
ヒーハイスト精工
CARBON NANOTECHNOLOGIES, INC.
Eikos, Inc. CNT製造
カーボン・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
譌ナノ炭素研究所
フロンティアカーボン
ADVANCED DIAMOND TECHNOLOGIES
ATOMIC-SCALE DESIGN, INC.
CHEMAT TECHNOLOGY, INC.
INMAT LLC.
ナノコーティング 白鳥ナノテクノロジー
ティーアンドケー
NANOINK, INC.
NANONEX CORPORATION
NANOOPTO CORPORATION
ナノインプリント MEMSコア
アイトリックス
デバイス・ナノテク・リサーチ・インスティチュート
ナノデバイス・システム研究所
ALTAIR NANOTECHNOLOGIES, INC.
CIMA NANOTECH(Nano Powders Industries)
Five Star Technologies, Inc.
Hi-Q Materials, Inc.
MATERIALS MODIFICATIONS, INC.
Nano Interface Technologies, Inc.
Nano Gram
NanoHorizons, Inc.
Nanomaterials Discovery Corp.
Nanomys, Inc.
NANOTECHNOLOGIES, INC.
NANOVA, LLC.
NANOVENTIONS, INC.
ナノ粒子・ナノ構造製造技術等 日本ナノテク
ミレニアムゲートテクノロジー
Nanometrology LLC. ナノ計測技術 つくばナノ・テクノロジー
テクノス
東京インスツルメント
ナノテックス
ナノフォトン
日本分光
ワイコフ科学
ナノ加工、精密機械加工技術等 アデプト・ジャパン
エックスレイプレジション
エリオニクス
クラスターテクノロジー
クレステック
ナノ
結晶成長技術 ナノトライド・セミコンダクター
ナノテコ
シクスオン
オキサイド
Sherman & Associates, Inc. 真空装置 /微細加工プロセス装置等 アールデック
アドテックプラズマテクノロジー
オプトラン
片桐エンジニアリング
サイエンステクノロジー
ナノテック
ユーテック
リソテックジャパン
????????
図表８盪　日米のナノテクベンチャー企業比較（続き）
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４‐３
トップダウン技術と
ボトムアップ技術の
特徴比較と相対的低下が
懸念される日本の競争力
　図表９でトップダウン技術とボ
トムアップ技術の特徴比較を試み
た。トップダウン技術は、現状技
術の技術的課題の解決を目指し、
次々と個別要素へ課題を移行させ
ながら進行する。一方、ボトムア
ップ技術は、ターゲットの技術的
不確定要素が大きいため、科学技
術シーズのサーチコストが膨大と
なる可能性がある。しかし、ナノ
テク分野が将来的に図表５のよう
に進み、ナノシステム化技術の研
究開発が中心になったとき、その
技術的先進性から競合相手は少な
いと考えられる。その他、両技術
における研究開発戦略やマーケッ
トの有無、代表的技術などを図表
９に示す。
　図表 10に、図表５および図表
９を前提としたナノテクの競争領
域の変化の様子を概念的に示す。
現在、トップダウン技術の領域
において強みを発揮している日本
は、技術の競争領域が変化するこ
とで徐々にその国際競争力を弱め
ることが懸念される。
図表９　トップダウン技術とボトムアップ技術の特徴比較
トップダウン技術 ボトムアップ技術
研究開発の方向性
技術特性
微細化による物理的限界への段階的進行
（マイクロレベルから）スケールダウン
分析的
分子レベルからのナノシステム化
（ナノレベルから）スケールアップ
技術的不連続性大
研究開発戦略
ロードマップ的戦略
連続的
非ロードマップ的・新産業創出
確率的
研究開発のターゲット及びマーケット （ある程度）明確 不明確・探索的
相互関係 （ボトムアップ技術に対し）課題の提示 （トップダウン技術に対し）ソリューションの提示
代表的技術
蘆半導体微細化技術
蘆ナノ複合材料　等
蘆分子デバイス
蘆自己組織化技術　等
日本の競争力（対米） 強い 弱い
図表 10　今後予想されるナノテクの競争領域の変化
注 6：これまでの技術経営論（MOT）の研究では、一般に大
企業は製品化に対する不確実性が高く、また一定以上のマーケ
ット規模が見出せないニッチな研究開発には、研究開発活動の
効率性の低下等が考えられることから経営判断として消極的に
なる構造にあることが指摘されている（例えば参考文献 13、
14）。一方で、破壊的イノベーションを実現するためには、こ
のような不確実性の高い研究開発が欠かせない。そこで、多様
なファンディングによるリスクヘッジと小規模な経営および開
発体制を採る研究開発型ベンチャー企業が注目されている（例
えば参考文献15）。
注7：参考文献12では、米国77社と日本59社は、それぞ
れ下記の資料をもとに抽出されている。
米国： 「Nanotech Venture Fair 2002 (San Diego）」
「Nanotech Planet Spring 2002 (San Jose)」
「Nanotech Venture Fair 2003 (Coronado)」
日本： 「ナノテクベンチャーの先行事例」（経営情報サーチ
2002/ 夏）、「日本のナノテクベンチャー（概要編）」
（日経ナノテクノロジー2003.8.25）、「日本のナノテ
クベンチャー（個別企業編）」（日経ナノテクノロジー
2003.9.8）「平成16年度超微細技術開発産業発掘戦
略調査̶ナノテクベンチャー企業の実態調査̶」（経済
産業省委託調査）、その他日本経済新聞等から抽出
なお、2005年以降も次々と国内外でベンチャーが立ち上がっ
ているが、それらは含まれていない。
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５‐１
ナノシステム化を支える
基礎研究の構築と促進
（ナノテク研究へ向けて）
　ボトムアップ技術を発展させ、
最終的にナノシステム化技術を実
現させるには、それらを支えるサ
イエンスベースでの研究開発が不
可欠となる。４‐１節でボトムア
ップ技術の一端をデルファイ調査
結果をもとに紹介したが、現在、
トップダウン技術で強みを発揮し
ている日本は将来、その国際競争
力を弱めていく懸念がある。ナ
ノシステム化技術の領域におい
て国際競争力の向上を目指すた
めには、特に不確実性の高い領
域の研究開発をナノテク研究者
は強く意識して基礎研究を進め
ていくべきである。
　ただし、ナノシステム化技術
の研究では、論文などの研究成
果を数多く出しにくい可能性があ
る注８）。比較的容易にデータを蓄
積できるトップダウン技術と異な
り、ボトムアップ技術やその先の
ナノシステム化技術には無数に近
い不確実的要素が関係するため、
実験の再現性が得にくく、また仮
説の検証も極めて難しいものとな
るためである。そもそも、ナノサ
イエンスと考えられるような最先
端の計測・分析は、周辺の測定条
件やパラメータを全て同一にした
環境で行うため、どうしても分析
や計測のみで終わってしまう傾向
がある。そういう意味では、ボト
ムアップ技術やナノシステム化の
ための基礎的な研究手法は、まだ
ほとんど確立されていないと言え
る。今後の真のナノテク競争力は、
無数の要素が存在するナノスケー
ル構造体の分子レベルでの組立
て・ナノシステム化の領域で発揮
されるというのが本稿の主張であ
り、日本は、この観点におけるナ
ノサイエンス研究の構造化と強化
が必要である。
５‐２
ナノテクベンチャー創出システムと
ファンディング機能の再考
（産業界へ向けて）
　ナノテクベンチャー創出には、
以下のような社会的・経済的特性
を考慮しなければならない。
蘆 研究開発要素の越境や融合が多
く、従来の学問分野や産業分類
等のカテゴリーに収まらない
蘆 期待値が極めて大きい：マーケ
ットから経済社会までを刷新す
る可能性を秘める
蘆波及効果が極めて大きい
蘆 発見・発明から事業化に至るま
での投資金額が幾何級数的に増
加する
蘆 事前に投資額の適正規模を見極
めるのが難しいうえに、累積効
果が大きいため、継続的かつ漸
増的な投資を必要とする
蘆 高騰する投資額のリスク分散を
図るためのイノベーションシス
テムが補完的制度として必要と
なる
　以上のように、ナノテク、その
中でも特にボトムアップ技術は、
非常に技術的不確実性が高く、そ
の投資効果も確率的にならざるを
得ない。日本は、残念ながら先端
的研究開発への投資メカニズムは
米国ほど充実していないのが現状
である。特にベンチャー企業への
投資を見てみると、現状では一社
あるいは複数の銀行・証券会社・
大手製造メーカなどが共同出資体
を作り、起業時から技術の育成、
実用化まで通して支援する体制が
主流である。しかし、新規事業へ
の投資額が米国よりも小規模なう
え、投資活動や研究開発プロセス
に重要な役割を果たすベンチャー
キャピタルも十分には発展してい
ない。すなわち、上記のようなナ
ノテク、特にボトムアップ技術の
特性を包含するイノベーションシ
ステムは確立されていない。日本
ではナノテクベンチャー企業の研
究開発から事業化までを、公的支
援でサポートしているのが現状で
ある注９）。しかし、ボトムアップ
技術の実用化はときには 15年以
上の継続的投資を必要とする場合
もあり、公的支援のみでは限界が
ある。スタートアップ期からアー
リー、ミドル、レイターステージ
まで段階的に支援者が変わるよう
な体制があれば、一支援者のリス
ク負担も大幅に減少し投資運用総
額も莫大なものとならずに済む。
注8：科学技術政策研究所が実施した共引用関係を用いた論文分析 16）では、ボトム
アップ技術に関連した研究領域「微粒子や高分子を用いたミクロからナノ構造の構築」
が、133の研究領域の1つとして抽出されている。この研究領域中の高被引用論文
に占める日本の割合は、約3.7％と、他のナノテク関連の研究領域と比較して低い。
注9：ナノテクベンチャーに関しては、野村総合研究所や多くの経済省委託調査な
どで詳しい分析が行われている。その中の1つ、参考文献17によると、ナノテクベ
ンチャー企業の約79％が、何らかの公的な研究開発助成金の採択実績を持っている。
しかもその採択率は約88％と非常に高い。ただし、それでもなお、ナノテクベンチ
ャーの約55％が赤字の営業損益となっている。
5   ナノテク実用化へ向けたイノベーションシステムの考察 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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５‐３
新たな研究開発マネジメントツールの
作成手法の開拓
（マネジメント研究へ向けて）
　トップダウン的研究開発の代表
的な分野である半導体分野を中心
としてこれまで発展してきた技術
ロードマップは、投資の方向性を
明確にするとともに、社会経済的
な波及効果まで見据えることによ
って事前の投資の合理性を担保す
る役割を担ってきた。しかし、ナ
ノテク分野、特にボトムアップ
技術における以下のような特性か
ら、同分野の研究開発戦略の策定
においては、これまでの手法では
限界が生じている 18）。
蘆 他分野（特に半導体分野等）と
比較して技術の構造化、将来
市場の共通認識がなされていな
い 19）
蘆 ボトムアップ技術はその性質
上、無数の技術シーズからなる
集合概念であるため、事業化に
有益な技術シーズを取捨選択す
るには膨大なサーチレンジとコ
ストが必要となる
蘆 技術はノンリニアプロセスで
発展する性質が強いため、投資
から成果までの道筋が不透明
である
蘆 技術の高度・複雑化にともなっ
て、事前に投資の合理性を判断
するのが困難で、かつ事後的な
投資の経済効果を測定すること
も困難である
蘆 技術が発展するにつれ投資額が
巨額になり、回収が難しくなる
可能性が高まる
蘆 上記点から、ハイリスクハイリ
ターン型の投資になるため、過
少投資になりやすい
　以上のような課題から、新し
い研究開発マネジメントツールの
作成手法の検討が必要となる。例
えば、近年のオプション理論の発
展が注目される。ナノテク、特に
ボトムアップ技術ではその技術範
囲の広さから、より高度に選択と
集中がなされた技術ロードマップ
は、技術動向いかんでは将来的に
全く利用されないロードマップと
なる可能性が増加するという、皮
肉的なジレンマを内包する。そこ
で、技術ロードマップの事前・事
後のフレキシビリティ注10）を高く
保つことこそが、ナノテク分野
の将来の運命を握る生命線とな
る 20、21)。このような技術範囲の広
さは、従来の技術ロードマップ
策定手法では大きなリスクとなる
が、一方で、その技術的オプショ
ンの多さは、将来増大する不確実
性に対するリスクヘッジをもたら
すものとなり得る。技術ロードマ
ップの本質は、オプションの「可
視化」にある。オプション理論で
は、期待や不確実性に関する事前
の選択肢を事後的な価値としてみ
ることを可能にする。不確実性は、
従来はなるべく排除されるべきも
のであったが、オプション理論は
不確実性にも価値があることを示
すものである。オプション理論の
発展によっては、潜在的に可能性
を秘めている成果も明確に理論化
できるかもしれない。
　ここでは、オプション理論を一
例として取り上げたが、もちろん
これに限るものではない。研究レ
ベルではテキストマイニングを用
いた技術ロードマップの作成手法
なども検討されている 22）。オプシ
ョンとしての多様性の確保という
視点で、多くの技術課題とそれら
に関する技術水準等の情報を含む
ことから、デルファイ調査も再注
目される。マネジメント研究者は、
このような政策あるいは産業界の
ニーズを踏まえた新しい手法の検
討を行う必要がある。ナノテク分
野は、先端的研究開発マネジメン
トの難しさがいち早く顕在化して
くる可能性がある。同分野での新
たな戦略作成手法が確立されるこ
とは、他の先端研究開発分野に対
する意義も大きい。
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